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2024/04/09

/ 最終更新日時 : 2024/04/09


	
	家坂 圭一



一日一問一答


		『一日一問一答』2024年04月09日

		04月09日にTwitterで出題した『一日一問一答』を一覧にまとめました。

今日のテーマは、

・民法[17]連帯債務（一問一答）

・民法[16]債権者代位権（四択）

・Newsで学ぶ土石流（四択）

です。

		いいね							
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2024/04/08

/ 最終更新日時 : 2024/04/08


	
	家坂 圭一



一日一問一答


		『一日一問一答』2024年04月08日

		04月08日にTwitterで出題した『一日一問一答』を一覧にまとめました。

今日のテーマは、

・民法[16]債権者代位権（一問一答）

・民法[15]債務不履行（四択）

・宅建本試験の情報

です。

		いいね							
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/ 最終更新日時 : 2024/04/07


	
	家坂 圭一



一日一問一答


		『一日一問一答』2024年04月07日

		04月07日にTwitterで出題した『一日一問一答』を一覧にまとめました。

今日のテーマは、

・民法[15]債務不履行（一問一答）

・民法[14]抵当権以外の担保物権（四択）

です。

		いいね							
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2024/04/06

/ 最終更新日時 : 2024/04/06


	
	家坂 圭一



一日一問一答


		『一日一問一答』2024年04月06日

		04月06日にTwitterで出題した『一日一問一答』を一覧にまとめました。

今日のテーマは、

・民法[14]抵当権以外の担保物権（一問一答）

・民法[13]根抵当権（四択）（四択）

・Newsで学ぶ内水氾濫（個数問題）

です。

		いいね							
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2024/04/05

/ 最終更新日時 : 2024/04/05


	
	家坂 圭一



一日一問一答


		『一日一問一答』2024年04月05日

		04月05日にTwitterで出題した『一日一問一答』を一覧にまとめました。

今日のテーマは、

・民法[13]根抵当権（一問一答）

・民法[12]抵当権（四択）

・Newsで学ぶ不動産取得税（四択）

です。

		いいね							
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2024/04/04

/ 最終更新日時 : 2024/04/04


	
	家坂 圭一



一日一問一答


		『一日一問一答』2024年04月04日

		04月04日にTwitterで出題した『一日一問一答』を一覧にまとめました。

今日のテーマは、

・民法[12]抵当権（一問一答）

・民法[11]用益物権（四択）

・Newsで学ぶ不動産取得税（一問一答）

です。

		いいね							
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2024/04/03

/ 最終更新日時 : 2024/04/03


	
	家坂 圭一



一日一問一答


		『一日一問一答』2024年04月03日

		04月03日にTwitterで出題した『一日一問一答』を一覧にまとめました。

今日のテーマは、

・民法[11]用益物権（一問一答）

・民法[10]共有（四択）

・Newsで学ぶ固定資産税（四択）

・「盛土規制法」特別講座の受講料が100％割引

です。

		いいね							
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2024/04/03

/ 最終更新日時 : 2024/04/04


	
	家坂 圭一



過去問徹底！学習方法


		【法改正対策講座】『盛土規制法』 受講料100％割引申込みページ

		2021年熱海市で発生した土石流により、宅地造成等規制法は、盛土規制法へと大規模に改正されました。しかし、受験生の反応は鈍く、心配でなりません。そこで、「スリー・ステップ学習教材」の中から「盛土規制法」部分のみを切り出した特別講座を編成しました。通常受講料1,980円ですが、現在、100％割引クーポンを発行中。先着200名の枠に入れば、無料で受講することができます。

		いいね							
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2024/04/02

/ 最終更新日時 : 2024/04/02


	
	家坂 圭一



一日一問一答


		『一日一問一答』2024年04月02日

		04月02日にTwitterで出題した『一日一問一答』を一覧にまとめました。

今日のテーマは、

・民法[10]共有（一問一答）

・民法[09]相隣関係（四択）

・Newsで学ぶ固定資産税（一問一答）

・盛土規制法の衝撃！

です。

		いいね							
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2024/04/01

/ 最終更新日時 : 2024/04/01


	
	家坂 圭一



一日一問一答


		『一日一問一答』2024年04月01日

		04月01日にTwitterで出題した『一日一問一答』を一覧にまとめました。

今日のテーマは、

・民法[09]相隣関係（一問一答）

・民法[08]占有権（四択）

です。

		いいね							
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	【宅建過去問】（平成18年問21）建築基準法（道路） に せんべい より
	【宅建過去問】（令和05年問27）建物状況調査 に 家坂 圭一 より
	【宅建過去問】（令和05年問27）建物状況調査 に Sawai より
	【宅建過去問】（平成25年問37）報酬（個数問題） に 家坂 圭一 より

関連サイト

		ビーグッド教育企画のYouTubeチャンネル
	ビーグッド教育企画の宅建スクール
	株式会社ビーグッド教育企画



Twitter(X)もやってます。
	
	
	


主任講師

[image: NO.2の顔だけ]
家坂 圭一

（いえさか けいいち）



1968年新潟県生まれ

東京大学法学部卒

ビーグッド教育企画代表



大学受験、国家Ⅰ種公務員（現在の総合職）試験合格の経験を基礎に指導歴25年超。楽に確実に合格する方法の伝授がテーマ。

■詳細なプロフィール
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